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1．はじめに1 
「 模 倣 品 ・ 海 賊 版 拡 散 防 止 条 約 」 2

（ Anti-Counterfeiting Trade Agreement ， 以 下

「ACTA」という）は，知的財産権の侵害，とり

わけ模倣品・海賊版の拡散が正当な貿易及び世界

経済の持続的発展を阻害するとの認識のもと，有

効かつ効果的な知的財産権のエンフォースメント

措置及び国際的な枠組みの構築により，模倣品・

海賊版の拡散防止を企図した多数国間条約である3。

ACTA は日本が構想を提唱して条約交渉が開始

されたものであり，その起源は「知的財産立国」

を目指す政府の行動計画として定められた「模倣

品・海賊版対策加速化パッケージ」（2004 年 12 月）

にある4。2005 年 6 月に策定された「知的財産推

進計画 2005」には「模倣品・海賊版拡散防止条約

を提唱し実現を目指す」ことが明記され5，同年 7

月に開催された G8 グレーンイーグルス・サミッ

トでは小泉首相（当時）がこの構想を国際的に提

唱した。実質的な交渉が開始されたのは 2008 年 6  

 

 

模倣品・海賊版拡散防止条約（ACTA） 

Anti-Counterfeiting Trade Agreement 
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Shimpei YAMAMOTO Naoki KONDO 

抄録 日本が構想を提唱した模倣品・海賊版拡散防止条約（ACTA）が，2010年末，参加国間で実質的

に合意された。ACTAは，知的財産権のエンフォースメントを強化するため，WTO，WIPOなどの既存の

知的財産権分野における国際的フォーラムとは異なる新たな枠組みにて策定された多数国間の協定で

あり，今後この分野における国際的な規範としての役割を果たすことが期待される。ACTAは，TRIPS

協定を補完・強化する規律として位置づけられ，エンフォースメント強化の法的枠組として，民事措置，

国境措置，刑事措置及びデジタル環境におけるエンフォースメントについて定めるとともに，執行実務

及び国際協力についての規定を設ける。本稿は，ACTAの意義及び具体的内容を概観するものである。 
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